
論点② 薬剤師の居宅療養管理指導費の算定間隔等の見直し

論点②

◼令和８年度診療報酬改定において、在宅患者訪問薬剤管理指導料については、「算定する日の間隔を６日以上とする

要件」を廃止し、週１回算定可能とされた。

◼介護保険における居宅療養管理指導については、算定する日の間隔を６日以上とすることとされている。このため、

毎週定期的な訪問を行っている場合であっても、祝日や利用者都合等により中６日以内に訪問日を変更した場合には

算定できないケースが生じている。

◼また、利用者の病状変化等に伴い、月の途中に麻薬調剤や無菌製剤処理等の高度な薬学管理等への対応のため薬局変

更が必要となる場合の取扱いが必ずしも明確でないとの指摘がある。

◼利用者の状態変化に応じた適時・適切な薬学的管理及び薬物療法の継続的な支援を確保するとともに、医療保険と介

護保険との整合性を図る観点から、薬剤師の居宅療養管理指導に係る取扱いについてどのような対応が考えられるか。

対応案

◼居宅療養管理指導等に係る規定のうち、「算定する日の間隔を６日以上」とする要件について、利用者の状態変化等

に応じた適時・適切な薬学的管理を推進するとともに、医療保険と介護保険との整合性を図る観点から見直しを行っ

てはどうか。

◼あわせて、利用者の病状変化等に伴い、麻薬調剤や無菌製剤処理等の高度な薬学管理等への対応のため薬局変更が必

要となる場合の取扱いについて、利用者への継続的かつ適切な薬学的管理を確保する観点から必要な整理を行っては

どうか。
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出典：厚生労働省 第271回社会保障審議会介護給付費分科会 資料5「居宅療養管理指導」 p.12 より抜粋



居宅療養管理指導（薬剤師）の実施状況等（新規受入等）

○新規に居宅療養管理指導を開始した利用者の有無（令和６年10 月～令和７年９月の間）は、「有」が66.5％であった。
○新規に居宅療養管理指導を開始した人数（令和６年10 月～令和７年９月の間）は、平均6.9 人であった。
○居宅療養管理指導の利用者および在宅患者訪問薬剤管理指導等の患者について、高度な薬学管理が必要等の理由で、
他の薬局から対応することとなった利用者の有無（令和６年10 月～令和７年９月の間）は、「有」が4.7％であった。

○多職種からなるチームに対して、本人に関する情報を提供するなど、協働でACP を実施したケースの有無（令和６年
10 月～令和７年９月の間）は、「有」が16.9％であった。

【出典】令和７年度老人保健健康増進等事業「居宅療養管理指導等に係る在宅医療・介護連携の調査研究事業」 10

■ 新規に居宅療養管理指導を開始した利用者の有無（令和６年10 
月～令和７年９月）（n=427）

■ 居宅療養管理指導の利用者および在宅患者訪問薬剤管理指導等の
患者について、他の薬局から対応することとなった利用者の有無
（令和６年10 月～令和７年９月）（n=427）

■ 新規に居宅療養管理指導を開始した人数（令和６年10 月～令和
７年９月）（人）

■ 多職種からなるチームに対して、本人に関する情報を提供するな
ど、協働でACP を実施したケースの有無（令和６年10 月～令和７
年９月）（n=427）

回答事業所数 平均値 標準偏差 中央値

新規に居宅療養管理
指導を開始した人数

402 6.9 17.1 2.0

66.5% 27.6% 5.9%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

有 無 無回答

4.7% 92.0% 3.3%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

有 無 無回答

16.9% 81.3% 1.9%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

有 無 無回答
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＜高度な薬学管理への対応に伴い薬局を変更した事例＞

疼痛緩和のための麻薬の持続注射の導入に伴い、薬剤の無
菌製剤処理への対応が必要となったことから、月の途中に、
従前の薬局から対応可能な薬局へ変更となった。

出典：厚生労働省 第271回社会保障審議会介護給付費分科会 資料5「居宅療養管理指導」 p.10 より抜粋



居宅療養管理指導（薬剤師）の規定（抄）
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○薬剤師が行う居宅療養管理指導について〔老企36 第２の６⑷〕
①～③ （略）
④ 薬局薬剤師が行う居宅療養管理指導費を月２回以上算定する場合（がん末期患者又は中心静脈栄養若しくは注射による麻薬の
投与を受けている者に対するものを除く。）にあっては、算定する日の間隔は６日以上とする。がん末期患者又は中心静脈栄養
若しくは注射による麻薬の投与を受けている者については、週２回かつ月８回に限り算定できる。医療機関の薬剤師が行う居宅
療養管理指導を月２回算定する場合にあっては、算定する日の間隔は６日以上とする。

⑤～⑦
⑧ 現に他の医療機関又は薬局の薬剤師が居宅療養管理指導を行っている場合は、居宅療養管理指導費は、算定しない。ただし、
居住地の変更等により、現に居宅療養管理指導を行っている医療機関又は薬局からのサービスが受けられなくなった場合にはこ
の限りでない。その場合においても、以前に居宅療養管理指導を行っていた医療機関又は薬局から利用者の情報を適切に引き継
ぐと共に、１月の居宅療養管理指導の算定回数の上限を超えないよう調整すること。

⑨～⑮ （略）
⑯ 情報通信機器を用いた服薬指導
ア～カ （略）
キ 居宅療養管理指導費又は注２を月２回以上算定する場合（がん末期患者、中心静脈栄養及び注射による麻薬の投与を受けて
いる者に対するものを除く。）にあっては、算定する日の間隔は６日以上とする。がん末期患者、中心静脈栄養及び注射による
麻薬の投与を受けている者については、ハ⑵㈠から㈢までと合わせて週２回かつ月８回に限り算定できる。

⑰・⑱ （略）

※その他、短期入所療養介護（病院・診療所）の「薬剤管理指導」、介護老人保健施設、介護医療院の「薬剤管理指導」にも同様に
「算定する日の間隔は６日以上」という規定がある一方で、診療報酬の「薬剤管理指導料」では、訪問薬剤管理指導同様に、「週
１回」となっている。

出典：厚生労働省 第271回社会保障審議会介護給付費分科会 資料5「居宅療養管理指導」 p.11 より抜粋


